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I. 総括研究報告書 

厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援政策研究） 

令和７年度総括研究報告書 

月経随伴症状に関連した健康課題の公衆衛生学的分析とその解決に向けた包括的研究  

研究代表者：平池 修 東京大学医学部附属病院 

研究要旨 

本研究は、月経随伴症状が女性の QOL、学業・就労上の機能、労働生産性、社会経済活動に及

ぼす影響を多角的に明らかにし、その解決に向けた公衆衛生学的基盤を構築することを目的と

した。対象とした月経随伴症状は、月経困難症、PMS/PMDD、過多月経・異常子宮出血であり、

これらは有月経女性に高頻度にみられる一方、「月経に伴う当然の不調」として受け止められ、

医療的介入や社会的支援につながりにくい現状がある。研究では、月経随伴症状と absenteeism、

presenteeism、QOL、経済損失との関連について、PubMed、Scopus、医中誌を用いた文献検

索を行い、最終的に選定された文献をもとにエビデンスを整理した。その結果、月経関連障害

はいずれも健康関連 QOL の低下、心理的苦痛、学業・職業機能の障害と関連し、生産性低下の

主因は欠勤ではなく、出勤・登校していても本来の能力を発揮できない presenteeism であるこ

とが示された。月経困難症および PMS/PMDD は欠勤と presenteeism の双方に関連し、過多月

経・異常子宮出血は貧血などによる業務遂行障害と関連していた。さらに、PMS については後

方視的コホート研究を行い、高血圧、2 型糖尿病、脂質異常症との関連を検討したところ、PMS

群ではこれら生活習慣病の発症リスク上昇が認められ、特に高血圧との関連が示唆された。ま

た、文献レビューの成果をもとに、一般向けガイドブック「月経随伴症状と上手に付き合う」

を作成し、月経随伴症状の社会的影響、QOL、経済的影響、対処法をわかりやすく整理した。

認知度調査では、月経困難症による経済損失や月経量と QOL の関連に関する認知が低く、男性、

若年層、非医療資格者などで知識が不足していることが明らかとなった。以上より、月経随伴

症状は個人の問題にとどまらず、教育、労働、医療、経済に関わる社会的課題であり、今後は

学校、職場、地域、医療機関が連携した啓発と支援体制の構築が必要である。  
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Ａ.研究目的 

近年、女性の就学機会や就労継続、社会的

役割は大きく拡大している。一方で、有月経

女性の健康状態は月経に伴う諸症状に強く

左右されており、月経随伴症状は個人の生活

の質を低下させるのみならず、学業・労働・

家庭生活・社会参加にまで広範な影響を及ぼ

す公衆衛生上の重要課題である。月経困難症、

月経前症候群（premenstrual syndrome：

PMS）、月経前不快気分障害（premenstrual 

dysphoric disorder：PMDD）などは、有月経

女性に高頻度に認められる代表的な月経随

伴症状であり、腹痛、腰痛、頭痛、倦怠感な

どの身体症状に加え、抑うつ、不安、易怒性、

集中力低下などの精神症状を伴うことが少

なくない。さらに、過多月経や異常子宮出血

のような月経量・出血パターンの異常も、貧

血、疲労感、日常生活上の制限、医療機関受

診の必要性などを通じて、女性の健康と社会

生活に大きな負担を与える。 

これらの症状は頻度が高いにもかかわらず、

多くの女性において「月経に伴う当然の不

調」として受け止められ、医療的介入の対象

となる疾患として十分に認識されていない。

症状を抱えながらも受診や治療に至らず、鎮

痛薬の自己使用や我慢によって日常生活を

継続している例も多いと考えられる。特に日

本では、月経に関する話題が職場や学校で共

有されにくいこと、月経痛や PMS に関する

正確な情報へアクセスしにくいこと、婦人科

受診への心理的ハードルが存在することな

どから、症状の重症度に比して適切な支援や

治療につながりにくい現状がある。その結果、

症状による苦痛が長期化し、生活の質の低下、

学業成績や職務遂行能力の低下、社会活動の

制限につながる可能性がある。 

月経随伴症状は、個人の健康問題にとどま

らず、社会経済活動にも影響を及ぼす。月経

痛や PMS/PMDD は、欠席、遅刻、早退、休

職といった absenteeism を生じさせるだけ

でなく、出勤・登校していても症状により本

来の能力を発揮できない presenteeism を引

き起こす。近年、国内外において月経随伴症

状と労働生産性低下との関連を示す研究が

蓄積されつつあり、企業や社会全体にとって

も看過できない経済的損失であることが示

されている。少子高齢化が進み、女性の継続

的な社会参加が一層求められる日本社会に

おいて、月経随伴症状に起因する健康障害を

軽減し、女性がその能力を十分に発揮できる

環境を整備することは、喫緊の社会的課題で

ある。 

しかし、月経随伴症状に関する既存の知見

は、疾患ごと、対象集団ごと、評価項目ごと

に分散しており、公衆衛生学的視点から体系

的に整理されているとは言い難い。月経困難

症や PMS/PMDD については一定の研究蓄積

があるものの、過多月経や異常子宮出血を含

めた包括的な月経随伴症状として、症状の頻

度、重症度、生活の質への影響、学業・就労・

社会活動への影響、生活習慣や心理社会的背

景との関連を総合的に評価した研究は限ら

れている。また、症状が現在の生活に与える

影響だけでなく、将来的な生活習慣病、精神

疾患、骨代謝疾患などの疾病リスクとどのよ

うに関連するかについても、十分な検討は行

われていない。月経随伴症状は、身体的要因、

精神心理的要因、生活習慣、就労環境、社会

的支援、健康リテラシーなどが相互に関与す

る多因子性の健康課題であり、個別疾患の枠

を超えた統合的な分析が必要である。 

こうした背景を踏まえ、本研究では、月経

随伴症状が女性の健康、生活の質、社会経済

活動に及ぼす影響を多面的に明らかにし、そ

の解決に向けた公衆衛生学的基盤を構築す

ることを目的とした。第 1 に、月経困難症、

PMS/PMDD に加え、過多月経、異常子宮出

血など月経量や出血の質に関連する疾患も

含め、月経随伴症状に関する既存のエビデン

スを網羅的に整理することとした。具体的に

は、各症状の発生頻度、重症度、好発年齢、

日常生活への支障、QOL への影響、学業・

職場でのパフォーマンス、社交的活動への影

響を検討し、さらに健康行動、生活習慣、ス

トレス、睡眠、運動、食事などの要因が症状

に与える影響について文献レビューを通じ

て体系的に整理することを目的とした。得ら

れた知見は、研究者や医療従事者のみならず、
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教育関係者、産業保健担当者、企業、自治体、

患者団体などが活用できる形で整理し、社会

へ発信するための基礎資料を作成すること

とした。 

第 2 に、月経随伴症状の代表的病態として

PMS に着目し、その発生状況、年齢分布、

症状の増悪因子、生活習慣やストレスとの関

連、さらには遺伝的背景を含む個人要因との

関連について疫学的に検討することとした。

PMS は身体症状と精神症状が複合的に出現

する疾患であり、うつ病、不眠症、摂食障害

などの精神・身体疾患との関連も指摘されて

いる。本研究では、PMS を単なる月経前の

一過性症状としてではなく、女性のライフコ

ース全体に影響しうる健康指標として位置

づけ、併存疾患の頻度や背景因子を評価する

とともに、将来的な高血圧、糖尿病、骨粗鬆

症などの生活習慣病および精神疾患リスク

との関連について、予測モデルを用いた検討

を行うこととした。これにより、PMS を起

点とした早期介入や予防的支援の可能性を

明らかにすることを目指す。 

第 3 に、月経随伴症状に関する知見が社会

にどの程度認知され、実際の行動変容や医療

利用につながっているかを明らかにするた

め、認知度調査を実施することとした。月経

困難症や PMS/PMDD は頻度が高いにもかか

わらず、症状を疾患として認識する割合、医

療機関を受診する割合、治療選択肢を理解し

ている割合は十分ではない可能性がある。本

調査では、個人が月経随伴症状をどのように

理解し、どのような対処行動をとっているか

を定量的に把握し、認知と行動の乖離を明ら

かにする。また、都市部と地方、世代、性別、

就労状況、教育背景などの属性別に比較する

ことで、情報提供や支援を重点的に行うべき

対象層を特定し、効果的な啓発方法や介入方

策を検討する。さらに、関連学会、医療従事

者、患者団体、産業界、教育関係者、自治体

等を対象に、文献レビューで得られたエビデ

ンスの認知度や理解度を評価し、科学的知見

を社会に浸透させるうえでの課題を抽出す

る。 

以上の取り組みにより、本研究は、月経随

伴症状を個人の体調不良として捉える従来

の視点を超え、女性の健康、教育、労働、社

会参加、経済損失に関わる包括的な公衆衛生

課題として位置づけるものである。月経痛、

PMS/PMDD、過多月経、異常子宮出血など

に関するエビデンスを統合し、罹患頻度や重

症度、QOL 低下、presenteeism・absenteeism、

将来的疾病リスク、健康リテラシーの課題を

明らかにすることで、保健教育、医療政策、

学校保健、産業保健、企業の健康経営に資す

る基盤情報を提供することを目指す。さらに、

得られた成果を患者団体、関連学会、産業界、

教育関係者、自治体等と共有し、科学的根拠

に基づく情報発信と社会実装を進めること

で、月経随伴症状による負担を軽減し、女性

が健康を維持しながら社会経済活動に参画

できる環境づくりに貢献することを目的と

した。 

 

Ｂ.研究方法 

１）月経随伴症状（月経困難症、PMS、異常

子宮出血）が absenteeism/presenteeism 、

QOL、経済損失に対し及ぼす影響についての

英文・和文レビュー 

月経随伴症状、特に月経困難症、PMS、異常

子宮出血（過多月経を含む）などと、QOL、

経済損失、absenteeism/presenteeism との関

連をみる検討を論文（英文・和文）サーチす

ることでデータを抽出した。 

＜文献検索方法＞ 

本研究では、月経随伴症状が日常に与える影

響や生活の質に及ぼす影響、さらには女性の

社会進出に及ぼす経済損失を評価することを

目的とした。1)月経困難症（月経痛）、2) 

PMS/PMDD、3) 異常子宮出血（過多月経を

含む）の 3 つの症状をターゲットとし、それ

ぞれアブセンティズム・プレゼンティズム、

生活の質（QOL）、経済損失・生産性の 3 つ

のテーマについて評価するため、文献調査を

実施した。 

文献のスクリーニングは PRISMA2020 ガイ

ドラインに準拠して、2 段階に分けて実施し

た。1 次スクリーニングは、2024 年 6 月に 3

つのデータベース（PubMed, Scopus, 医中

誌）を用いて、系統的かつ再現可能な手法に

基づき、文献を包括的に検索・選定した。検

索式は資料 1-1 に記載されているように作成

した。検索期間は 2014 年から 2024 年とし、
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検索日は 2024 年 6 月 24 日とした。検索には

月経随伴症状（月経困難症、PMS/PMDD、異

常子宮出血）に関連するキーワードを用いて、

表 1 に示す検索式にて検索を実施した。英文

11,858報、和文 2,577報の文献が抽出された。 

次に、2 次スクリーニングとして、抽出され

た論文を１）月経困難症（月経痛）、２）

PMS/PMDD、３）異常子宮出血の 3 つの症状

で分類し、そのうえでアブセンティズム・プ

レゼンティズム、生活の質（QOL）、経済損

失・生産性の 3 つのテーマについて、研究班

メンバーにより 2 次スクリーニングを実施し

た。英文論文に限定すると、合計は 86 件、

１）月経困難症（月経痛）は 40 件、２）

PMS/PMDD は 25 件、３）異常子宮出血は 21

件の文献を選定した（資料 1-2）。 

得られたデータについて、一般の方に知って

もらいたい知識を班員による expert review

により、３）に記載のあるように 7 つのテー

マを抽出した（資料 1-3）。 

 

２）大規模データベースを用いた PMS と併

存疾患との関連についての検討 

月経前症候群（PMS）は生殖年齢女性に広

くみられるが、罹患歴のある女性における将

来的な健康への影響については十分に解明さ

れていない。データベースに健診データが含

まれていることを活用して、まずは生活習慣

病に注目することとし、PMS と将来の高血圧、

2 型糖尿病、脂質異常症の発症リスクとの関

連を検討した。 

2005 年 1 月〜2024 年 7 月の間に JMDC デ

ータベースに外来レセプト情報があり、かつ

健康診断を受診した 18〜49歳の女性のうち、

PMS と診断された 12,620 人を PMS 群、年

齢および保険加入月を一致させた 55,618 人

を非 PMS 群として後ろ向きマッチドペアコ

ホート研究を実施した。主要アウトカムは高

血圧・糖尿病・脂質異常症のいずれかの診断

（複合アウトカム）、副次アウトカムは各疾患

個別の診断とし、Cox 比例ハザードモデルを

用いてハザード比（HR）を算出した（資料 2）。 

 

３）女性特有の健康課題の認知度調査 

月経随伴症状が日常生活に与える影響につ

いて対象集団を絞り認知度を調査することと

した。医療関係者や女性の健康維持に携わる

人々（関係者）に浸透しているのかを調べる

ことを目的とし、関係者 331 名に対し月経随

伴症状に関する認知度調査をおこなった。論

文レビューから月経随伴症状に関する文献的

知見を抽出し、全 7 つの知見（資料 1-3）を

班員による expert review により重要なもの

と選択してアンケートをおこなった。アンケ

ートは、2025 年 7〜11 月の期間に google 

form を用いて無記名単回答でおこなわれた。 

 

Ｃ.研究結果 

月経随伴症状（月経困難症、PMS、異常子

宮出血）が absenteeism/presenteeism、QOL、

経済損失に対し及ぼす影響についての英文二

関してレビュー論文を作成したが、初年度の

文献レビューのまとめた段階での各項目を示

す。 

１）月経痛と Presenteeism・Absenteeism、

QOL、経済・労働生産性損失 

1-1：月経痛と Presenteeism・Absenteeism  

1-2：月経痛と QOL 

1-3：月経痛と経済・労働生産性損失 

２）PMS と Presenteeism・Absenteeism、

QOL、経済・労働生産性損失 

2-1：PMS と Presenteeism・Absenteeism 

2-2：PMS と QOL  

2-3：PMS と経済・労働生産性損失 

３）異常子宮出血（AUB）と Presenteeism・

Absenteeism、QOL、経済・労働生産性損失 

3-1：AUB と Presenteeism・Absenteeism 

3-2：AUB と QOL 

3-3：AUB と経済・労働生産性損失 

これらの論文について、各月経随伴症状に関

連した社会的影響に関するデータをまとめ、

英文論文として投稿した。 

疾患を問わず、月経関連障害は一貫して、健

康関連 QOL の低下、心理的苦痛、および学

業・職業機能の障害と関連していた。生産性

の低下はあらゆる疾患で見られ、その主な要

因は欠勤（absenteeism）ではなく、出社し

ながらも本来の能力を発揮できない状態

（presenteeism）によるものであった。月経

困 難 症 お よ び PMS/PMDD は 欠 勤 と

presenteeism の両方と関連していたのに対

し、過多月経/異常子宮出血は、貧血関連の症

状によってもたらされがちな業務遂行障害と

強く関連していた。不安、抑うつ症状、感情

調節障害、睡眠障害を含む心理的苦痛は、年
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齢層や地域を問わず、QOL の低下に対する主

要な要因として浮上した。生活習慣要因は、

症状の重症度や機能への影響を修飾する要因

であるようであった。治療や受診によって症

状が改善することは多かったものの、生産性

の向上には一貫性がなかった。本レビューは、

身体症状からメンタルヘルスおよび機能的転

帰に至るまで、月経関連疾患がもたらす多面

的な負担を浮き彫りにしている。また、

presenteeism が優勢であることは、欠勤に基

づく従来の指標では、真の社会的影響が過小

評価されていることを示唆している。症状の

改善と機能的回復との間に認められた乖離は、

臨床的および心理社会的経路の両方に対処で

きる統合的なアプローチの必要性を強調して

いる（資料 1-4〜1-6）。本内容は、2026 年 5

月現在、BMC Womens Health 誌に投稿中で

ある。 

上記の内容を班員全員による expert review

によりまとめ、「月経随伴症と上手に付き合

う」と題したガイドブックを作成した。エビ

デンスを簡易にまとめ、一般の人々にも見や

すい形にし、職場での配布も可能なように作

成された（資料 1-7）。PDF 形式にして、ヘル

スケアラボ（https://w-health.jp）でもみられ

るようにした。 

 

２）大規模データベースを用いた PMS と併

存疾患との関連についての検討 

健康診断データベースを備えた外来保険デ

ータベース（JMDC 社）を用いた PMS と代

表的かつ介入しやすい生活習慣病として高血

圧、2 型糖尿病、脂質異常症を取り上げ、こ

れらとの関連解析をおこなった。PMS 群とコ

ントロール群を 1 対 10 でマッチングさせた

後方視的ペアコホート研究の立て付けで、主

要アウトカムとしてこれら生活習慣病の病名

がついた頻度、複合アウトカム（いずれかの

病名がついた場合）を調べ、データの健常性

を確認するため健診データ異常や処方薬発行

を用いた感度分析を併用した。 

各症例の追跡期間の中央値は 671 日であっ

た。ベースラインにおいて、PMS 群は非 PMS

群に比べて血圧・血糖・脂質の値が良好であ

り、喫煙および飲酒の頻度も低かった。 

PMS 群では複合アウトカムの発症リスクが

有意に高く（HR 1.49, 95% CI: 1.38–1.61）、

副次アウトカムにおいても高血圧（HR 1.48, 

95% CI: 1.27–1.72）、糖尿病（HR 1.38, 95% 

CI: 1.19–1.60）、脂質異常症（HR 1.59, 95% 

CI: 1.44–1.75）のいずれにおいてもリスクの

上昇が認められた。年齢別のサブグループ解

析においても、18〜29 歳を含むすべての年代

で同様の傾向が確認された。 

さらに、ベースライン時の健診で血圧・血

糖・脂質の異常値を有する者を除外した感度

解析、および PMS 診断後 1 年以内に低用量

ピルを 3 シート以上処方された PMS 群とそ

の対照群に限定した解析でも、同様の結果が

得られた。一方で、処方歴や健診値異常をア

ウトカムとした解析では、複合アウトカム

（HR 1.11, 95% CI: 1.05–1.17）および高血圧

（HR 1.35, 95% CI: 1.25–1.46）においては関

連を認めたが、糖尿病（HR 1.00, 95% CI: 0.64

–1.57）および脂質異常症（HR 1.05, 95% CI: 

0.99–1.13）については有意な関連は認められ

なかった（資料 3）。高血圧との関連性が最終

的に残ったことから、PMS 罹患者については

若年層からの介入の必要性が示唆された。本

内容は、2026 年 5 月現在 Scientific Reports

誌に投稿中である。 

 

３）女性特有の健康課題の認知度調査 

次年度において、班員がステークホルダーを

務める学会（日本思春期学会、日本助産師会）、

日本人間ドック学会理事の知己である企業の

健康診断に関連する管理職、京都における教

職員など、個人を特定しない形でアンケート

をおこなうことになった。 

月経随伴症状に関する知見のうち一般の方々

にも知ってもらいたい 7 問を抽出し、認知度

調査をおこなった。全体的に「知っている」

と回答した割合は概ね 60％程度であったが、

月経困難症による経済損失（37.8%）、月経量

と生活の質（44.7%）に関する知識に対して

は「知っている」回答の割合が 50%を下回っ

ていた。回答者の背景と、「知っている」回答

の関連をみた多変量解析では、男性であるこ
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と、義務教育・高等学校の勤務者、各種医療

関係資格を有していないことで有意な負の相

関関係が見られた。月経随伴症状のある人が

病院受診をしない理由の推定では「費用負担

があるから」「忙しく病院へ行く時間がないか

ら」が挙げられ、先行研究で未受診理由とし

て患者から挙げられている理由とはギャップ

が見られた（資料 4）。 

 

Ｄ.考察 

本研究は、月経随伴症状が女性の QOL、学

業・就労上の機能、労働生産性、社会経済活

動に及ぼす影響を多角的に明らかにし、その

解決に向けた公衆衛生学的方策を検討するこ

とを目的として実施された。月経困難症、月

経前症候群（PMS）、月経前不快気分障害

（PMDD）、過多月経、異常子宮出血などの月

経随伴症状は、有月経女性に高頻度にみられ

る健康課題であるが、これまで個人の体調不

良、あるいは婦人科診療の一領域として捉え

られることが多かった。しかし、本研究を通

じて、これらの症状は身体的苦痛にとどまら

ず、精神的負担、生活の質の低下、学業・職

業機能の障害、医療アクセスの問題、さらに

は経済損失や健康格差にも波及する重要な公

衆衛生課題であることが改めて示された。 

本研究班では、初年度に整理した文献レビュ

ーの成果をもとに、2 年目には社会実装を見

据えた成果物として、資料 1−7「月経随伴症

状と上手に付き合う――わたしらしいライフ

プランを考える」を作成した。本ガイドブッ

クは、月経に伴う腹痛、頭痛、気分の落ち込

みなどの症状が、単なる一時的な不調ではな

く、学業や仕事のパフォーマンス、将来的な

キャリア形成、さらには社会全体の経済的損

失にも関わることを、一般の人々にも理解し

やすい形で示したものである。特に、月経随

伴症状を、①presenteeism・absenteeism、

②QOL、③経済的影響、の 3 つの視点から整

理した点は、本研究班の成果を社会へ発信す

るうえで重要である。 

資料 1 では、まず月経困難症、PMS/PMDD、

過多月経・異常子宮出血という代表的な月経

随伴症状について、それぞれの症状、気づき

のポイント、受診や相談につながるサインを

調査した。月経困難症については、強い下腹

部痛、腰痛、頭痛、吐き気、下痢、鎮痛薬を

必要とする状態などを例示し、「毎月のことだ

から」と我慢されやすい痛みが、実際には治

療可能な疾患であることを強調した。

PMS/PMDD については、月経前に出現する

気分の落ち込み、不安、易怒性、集中力低下、

乳房痛、食欲変化、眠気や不眠などを整理し、

特に精神症状が強く日常生活に支障をきたす

場合には PMDD として丁寧な支援が必要で

あることを示した。過多月経・異常子宮出血

については、ナプキンを短時間で交換しなけ

ればならない、夜間に漏れる、生理期間が長

い、不正出血がある、貧血症状を伴うといっ

た具体的な状態を示し、放置せず婦人科受診

につなげる必要性を明確にした。 

本ガイドブックの意義は、単に疾患の説明を

行うことではなく、月経随伴症状が社会生活

に与える影響を可視化した点にある。月経困

難症では、痛みを抱えながら学校や職場に行

くことで、集中力や作業効率が低下する

presenteeism が生じる。また、症状が重い場

合には欠席や欠勤につながる absenteeismも

生じる。特に学生や看護職など、身体的・精

神的負荷の大きい環境にある女性では、症状

があっても休みにくい状況があり、結果とし

て本来の能力を発揮できない状態が生じやす

い。したがって、欠席・欠勤の有無だけでは、

月経困難症による真の負担を十分に把握でき

ない。月経随伴症状による社会的損失を評価

するには、目に見える休業だけでなく、出席・

出勤していても能力が低下している状態を含

めた評価が不可欠である。 

PMS/PMDD についても、資料 1 では、学業

や職場における集中力低下、対人関係の困難、

感情調節の障害、自己肯定感の低下などが取

り上げられている。PMS/PMDD は、身体症

状と精神症状が複合的に出現するため、本人

の努力不足や性格の問題として誤解されやす

い。しかし実際には、月経周期に関連して反

復する症状であり、QOL や社会生活に大きな

影響を及ぼす健康課題である。特に PMDD で

は、不安、抑うつ、感情の爆発、自己否定感

などが強く、日常生活、人間関係、就労継続

に深刻な影響を及ぼす可能性がある。本研究
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班の成果物では、こうした症状を本人だけで

なく周囲の人々が理解することの重要性を示

し、セルフケア、生活習慣の見直し、医療機

関への相談、職場や学校での支援につなげる

構成とした。 

過多月経・異常子宮出血についても、資料 1

では、出血量の多さや貧血が QOL や労働生

産性に及ぼす影響を整理した。過多月経は、

月経痛や PMS に比べて社会的認知が低い可

能性があるが、出血量の多さは外出や仕事へ

の不安、頻回のナプキン交換、衣服や寝具へ

の漏れ、貧血による倦怠感や息切れなどを通

じて、日常生活と社会参加を制限する。異常

子宮出血は、子宮筋腫、子宮内膜ポリープ、

排卵障害、悪性疾患などの背景疾患と関連す

る場合もあり、単なる月経の個人差として見

過ごすべきではない。本ガイドブックに過多

月経・異常子宮出血を含めたことは、月経随

伴症状を月経痛や PMS に限定せず、月経量

や出血パターンの異常まで含めて包括的に捉

えるという本研究班の特徴を示すものである。 

また、資料 1 では、各疾患に対して「上手

な対処法」を提示した点も重要である。月経

困難症では、婦人科受診、適切な診断・治療、

低用量エストロゲン・プロゲスチン製剤など

の治療、月経管理アプリの活用、運動や睡眠

など生活習慣の見直しが紹介されている。

PMS/PMDD では、疾患概念を知ること、症

状を記録すること、運動や生活習慣の調整、

必要に応じた医療機関受診が示されている。

過多月経・異常子宮出血では、出血量や貧血

症状を見逃さず、婦人科で原因を評価し、必

要な治療につなげることが強調されている。

これらの内容は、月経随伴症状を「我慢する

もの」から「気づき、相談し、対処できるも

の」へと認識転換させるために有用である。 

一方、資料 4 の認知度調査からは、月経随

伴症状に関する知識が社会に十分浸透してい

ないことが明らかとなった。本調査では、月

経困難症の学業・就労への影響、月経困難症

による経済損失、月経困難症と QOL、

PMS/PMDD、PMS/PMDD に対する生活習慣

や教育の重要性、月経量と absenteeism、月

経量と QOL の関連という 7 項目について、

既知であったか、また納得できる内容である

かを尋ねた。その結果、全体として一定の認

知はみられたものの、「知っている」と回答し

た項目数の中央値は 4 項目にとどまり、月経

随伴症状に関する知識が十分とは言えない状

況が示された。 

特に注目すべき点は、月経困難症による経済

損失、および月経量と QOL の関連に関する

認知度が低かったことである。月経困難症が

QOL に悪影響を与えることは比較的認知さ

れていた一方で、月経困難症が経済損失につ

ながることについて「知っている」と回答し

た割合は約 4 割にとどまった。また、月経量

が生活の質を低下させる可能性についての認

知も半数に満たなかった。これは、月経痛や

PMS に比べ、経済的影響や過多月経・異常子

宮出血に関する理解が社会的に十分広がって

いないことを示している。すなわち、月経随

伴症状の問題は、本人の苦痛としては一定程

度理解されていても、労働生産性、社会経済

的損失、月経量と QOL の関係といった公衆

衛生学的・社会的視点では十分に認識されて

いない。 

さらに、認知度には回答者の背景による差が

みられた。男性、若年層、医療関係資格を有

していない者では、「知っている」と回答した

項目数が少ない傾向がみられた。また、産婦

人科専門医や助産師など、女性の健康課題に

日常的に関わる職種では認知度が高い一方、

教育現場や一般企業など、月経随伴症状を抱

える女性を支援する立場にありながら専門的

知識を持たない層では、理解が十分でない可

能性が示唆された。これは、月経随伴症状に

関する情報が、当事者や医療関係者の周辺に

とどまり、学校、職場、地域社会の支援者に

十分届いていないことを意味する。 

この結果は、今後の啓発戦略を考えるうえで

極めて重要である。月経随伴症状への対策は、

女性本人への情報提供だけでは不十分である。

本人が症状を理解し受診行動をとることに加

え、家族、教職員、上司、人事担当者、産業

医、保健師、自治体職員など、周囲の支援者

が正確な知識を持つことが必要である。特に、

学校では月経痛や PMS/PMDD により授業、

実習、部活動、進路選択に影響が出る可能性

があり、教職員が疾患として理解し、相談し
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やすい環境を整備することが求められる。職

場では、月経随伴症状が欠勤だけでなく

presenteeism を通じて生産性低下をもたら

すことを管理職や人事担当者が理解し、相談

体制、勤務調整、休暇制度、産業保健との連

携を進める必要がある。 

資料 4 では、月経随伴症状を有する人が医

療機関を受診しない理由についての認識にも

課題がみられた。回答者は、費用負担や時間

的制約を主な理由として推定していたが、実

際の当事者の未受診理由とはギャップがある

可能性が示された。この点は、支援する側が

想定する障壁と、当事者が実際に感じている

障壁が必ずしも一致していないことを示して

いる。月経随伴症状に対する受診行動を促す

ためには、費用や時間の問題だけでなく、「月

経は我慢するもの」という意識、婦人科受診

への心理的抵抗、治療への不安、周囲に相談

しにくい環境、月経を話題にしにくい文化的

背景など、多層的な要因を踏まえた支援が必

要である。 

以上のように、2 年目の主要な成果であるガ

イドブック作成と認知度調査は、相互に補完

的な意義を有している。資料 1 は、文献レビ

ューで得られたエビデンスを一般向けに翻訳

し、月経困難症、PMS/PMDD、過多月経・異

常子宮出血について、症状、社会生活への影

響、QOL、経済的負担、対処法をわかりやす

く整理した社会実装型の成果物である。一方、

資料 3 は、そのような情報が社会にどの程度

届いているかを検証し、特に経済損失や月経

量と QOL の関連に関する認知不足、男性・

若年層・非医療資格者における知識不足、支

援者と当事者の認識のずれを明らかにした。

すなわち、ガイドブックは「何を伝えるべき

か」を具体化し、認知度調査は「誰に、どの

内容を、どのように届けるべきか」を示した

ものと位置づけられる。 

本研究の考察から、月経随伴症状への対応は、

医療機関内で完結するものではなく、教育、

労働、産業保健、地域保健、福祉政策と連動

して進める必要があることが示された。学校

教育では、月経は個人差の大きい生理現象で

あり、症状が重い場合には治療可能な疾患で

あることを、男女を問わず早期から学ぶ機会

を設ける必要がある。職場では、月経随伴症

状が欠勤だけでなく presenteeism を通じて

労働生産性を低下させることを前提に、相談

しやすい環境づくり、柔軟な勤務調整、産業

保健スタッフとの連携、管理職への教育が求

められる。自治体や関連学会は、ガイドブッ

クのようなわかりやすい資料を活用し、地域

住民、学校、企業、医療機関をつなぐ啓発活

動を展開することが期待される。 

また、ICT やデジタルツールの活用も今後の

重要な方向性である。月経管理アプリ、オン

ライン健康教育、遠隔相談、症状記録に基づ

く受診勧奨などは、若年層や就労世代にとっ

て利用しやすい支援手段となり得る。ただし、

デジタルツールの活用にあたっては、正確な

医療情報の提供、個人情報保護、医療機関と

の連携、デジタルリテラシーの差への配慮が

必要である。ガイドブックのような信頼でき

る情報資材を、Web サイト、職場研修、学校

教育、自治体事業、産業保健活動と組み合わ

せて展開することで、月経随伴症状に関する

知識の社会的浸透を促進できる可能性がある。 

本研究の成果は、月経随伴症状を「個人が我

慢する問題」から「社会全体で支援すべき健

康課題」へと位置づけ直すものである。月経

困難症、PMS/PMDD、過多月経、異常子宮出

血はいずれも、QOL 低下、心理的苦痛、学業・

職業機能の障害、presenteeism、absenteeism、

経済的負担に関連している。しかし、その社

会的影響に関する認知は十分ではなく、とり

わけ経済損失や月経量と生活の質の関連につ

いては、今後重点的な啓発が必要である。今

後は、資料 1-7 のガイドブックを活用した普

及啓発と、資料 3 の認知度調査で明らかとな

った知識の不足領域・対象層への重点的介入

を組み合わせ、教育現場、職場、地域、医療

機関における実効性のある支援体制を構築す

ることが求められる。これにより、女性の

QOL 向上、受診行動の促進、就労継続、労働

生産性の向上、健康格差の是正につながるこ

とが期待される。 

 

Ｅ.結論 

本研究では、女性の健康課題の中でも月経随

伴症状に焦点を当て、その健康影響、社会生
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活への影響、労働生産性への影響、ならびに

社会的認知の実態について検討を行った。月

経困難症、PMS/PMDD、過多月経、異常子宮

出血などの月経随伴症状は、有月経女性に高

頻度に認められる身近な健康問題である一方、

従来は個人が我慢すべき不調、あるいは婦人

科診療の一領域として扱われることが多かっ

た。本研究は、これらの症状が女性の QOL

低 下 、 学 業 ・ 就 労 上 の 機 能 低 下 、

presenteeism・absenteeism、経済的損失に

関連することを整理し、月経随伴症状を「医

療」「公衆衛生」「教育」「労働」「経済」の各

領域にまたがる社会的課題として捉え直す必

要性を示した。 

特に、本研究班では文献レビューで得られた

知見をもとに、一般の人々にも活用しやすい

形で「月経随伴症状と上手に付き合う」と題

したガイドブックを作成した。本ガイドブッ

クでは、月経困難症、PMS/PMDD、過多月経・

異常子宮出血について、それぞれの症状、

QOL への影響、学業・就労上の支障、経済的

影響、受診やセルフケアの重要性をわかりや

すく整理した。これにより、月経随伴症状を

「仕方のないもの」として放置するのではな

く、気づき、相談し、適切な対処につなげる

ための情報基盤を提示することができた。ガ

イドブックは、当事者だけでなく、家族、教

職員、職場の管理職、人事担当者、産業保健

スタッフ、自治体関係者など、支援する立場

の人々にも活用可能な資料であり、研究成果

を社会実装へつなげるうえで重要な成果であ

る。 

また、月経随伴症状に関する認知度調査では、

月経困難症が QOL や学業・就労に悪影響を

及ぼすことについては一定の理解がみられた

一方で、月経困難症による経済損失や、月経

量と QOL の関連についての認知は十分では

ないことが明らかとなった。さらに、男性、

若年層、医療関係資格を有していない者では

認知度が低い傾向がみられ、月経随伴症状に

関する知識が社会全体に均等に浸透している

とは言い難い状況が示された。この結果は、

今後の啓発活動において、女性本人のみなら

ず、男性、教育関係者、職場の管理職、非医

療職を含む幅広い層を対象とした情報提供が

必要であることを示している。 

本研究の成果から、月経随伴症状による負担

を軽減するためには、医学的治療だけでは不

十分であり、教育、職場環境、産業保健、地

域保健、デジタル技術、生活習慣支援を組み

合わせた包括的対策が求められることが示さ

れた。月経困難症に対する LEP などの治療、

PMS/PMDD に対する生活習慣の見直しや症

状記録、過多月経・異常子宮出血に対する早

期受診と適切な診断・治療は、QOL 改善のみ

ならず、学業・就労継続や生産性向上にも寄

与する可能性がある。また、月経管理アプリ

やオンライン教育、相談支援の活用は、若年

層や就労世代が自らの症状に気づき、必要な

支援へつながるための有効な手段となり得る。 

今後は、本研究で作成したガイドブックと認

知度調査の結果を活用し、学校、職場、自治

体、医療機関、関連学会、患者団体が連携し

た普及啓発と支援体制の構築を進める必要が

ある。月経随伴症状を「女性だけの問題」や

「個人の我慢の問題」として扱うのではなく、

社会全体の健康、平等、労働生産性、持続可

能性に関わる共通課題として位置づけること

が重要である。月経に関する正確な知識と共

感を、性別や年齢を問わず共有し、症状を抱

える人が適切に相談・受診・治療できる環境

を整えることは、女性の QOL 向上と社会経

済活動の活性化に直結する。今回得られた知

見をさらに発展させ、教育施策、産業保健施

策、健康経営、地域保健政策へ反映させるこ

とは、真に女性が健康を維持しながら活躍で

きる社会の実現に向けた重要な一歩である。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

特になし 
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